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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

   ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し

ておりません。 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。  

また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第30期 

第１四半期連結
累計期間 

第31期 
第１四半期連結

累計期間 
第30期 

会計期間 

自平成24年 
６月１日 

至平成24年 
８月31日 

自平成25年 
６月１日 

至平成25年 
８月31日 

自平成24年 
６月１日 

至平成25年 
５月31日 

売上高（百万円）  14,256  11,241  87,388

経常利益（百万円）  1,141  726  7,226

四半期（当期）純利益（百万円）  690  444  4,573

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 709  461  4,631

純資産額（百万円）  24,115  27,455  27,689

総資産額（百万円）  46,554  46,248  39,471

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 2,978.81  1,917.85  19,723.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 -  -  -

自己資本比率（％）  51.8  59.4  70.2

２【事業の内容】 
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当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

（株式移転による経営統合について）  

平成24年12月25日、当社、一建設株式会社(所在地：東京都練馬区、社長：堀口 忠美、以下「一建設」)、株式

会社飯田産業(所在地：東京都武蔵野市、社長：兼井 雅史、以下「飯田産業」)、株式会社東栄住宅(所在地：東京

都西東京市、社長：西野 弘、以下「東栄住宅」)、株式会社アーネストワン(所在地：東京都西東京市、社長：西

河 洋一、以下「アーネストワン」)及びアイディホーム株式会社(所在地：東京都西東京市、社長：久林 欣也、以

下「アイディホーム」)の６社は、共同株式移転の方法により共同持株会社を設立し、経営統合を行うことについ

ての基本合意に達し、同日基本合意書を締結の上、６社で統合に向けての協議を進めてまいりました。 

平成25年６月27日、６社はそれぞれの取締役会の決議に基づき、主要事項について合意し、統合契約書を締結す

るとともに、株式移転計画書を共同で作成致しました。  

なお、本件につきましては、平成25年８月23日開催の当社第30期定時株主総会において可決承認されておりま

す。 

１. 本株式移転による経営統合の目的等  

(１) 本経営統合の背景 

６社はこれまで、「高品質な住宅をより低価格で提供する」という共通する理念に基づいて、お客様に新築

一戸建住宅を中心に提供してまいりました。しかしながら、将来的な人口・世帯数の減少による中長期的な住

宅市場の縮小、他業界からの戸建分譲市場への新規参入等により競争が激化する事業環境下において、これま

で以上にお客様の期待に応え満足して頂く商品・サービスを提供し続けるには、個々の会社ごとの経営努力だ

けでは限界があり、各社の経営資源・ノウハウを結集させ、新築住宅の分譲事業だけでなく、新しい顧客価値

の創造、更には海外市場への展開を行い、新たな収益源を確保することが不可欠であると認識しております。 

このような背景から、環境変化を事業機会として取り込むためには、将来的に総合不動産住宅メーカーとし

てグローバル市場に展開していくという共通のビジョンを持つ６社が経営統合し、強固な経営基盤を構築する

ことが不可欠であると判断しました。 

また、持株会社の傘下で統一的な基本戦略を取りながらも、これまで築き上げてきた各社の独自のノウハウ

を活かし、互いの自主性を尊重した経営を行っていくことで最大のシナジー効果を得られると判断し、共同株

式移転の方法により共同持株会社を設立することと致しました。 

(２) 本経営統合の目的 

本経営統合により、これまで以上により多くの人々が幸せに暮らせる住環境を創造し、豊かな社会作りに貢

献してまいります。すなわち、雇用不安が拡大し、個人所得が伸び悩む厳しい経済環境下においても、我々が

コスト努力を率先して進めることにより、不動産業界全体のコスト低減をリードし、ひいてはお客様が良質な

住宅を求めやすい価格で手に入れることができるような環境を実現することを目的としております。 

第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 
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２. 本株式移転の要旨 

株主総会における株主の承認と関係当局による承認等を前提に、下記の内容に沿って経営統合の実現を目指

します。 

（１） 本株式移転の日程 

上記は現時点での予定であり、経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、６社で

協議し合意の上で変更することがあります。 

（２） 本株式移転の方法  

当社、一建設、飯田産業、東栄住宅、アーネストワン及びアイディホームを完全子会社、持株会社を完全親

会社とする共同株式移転となります。 

（３） 株式移転比率 

（注１） 本株式移転に係る株式の割当ての詳細 

１. 当社の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式108株を割当て交付致します。 

２. 一建設の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式3.14株を割当て交付致します。 

３. 飯田産業の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を割当て交付致します。 

４. 東栄住宅の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式1.16株を割当て交付致します。 

５. アーネストワンの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式1.16株を割当て交付致します。 

６. アイディホームの普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式2.62株を割当て交付致します。 

ただし、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、６社協議の上変

更することがあります。 

（注２） 共同持株会社の単元株式数は100株とします。 

（注３） 共同持株会社が交付する新株式数 (予定)  

普通株式：294,151,996株 

上記は、平成25年６月11日に各社が公表した自己株式の消却実施直後の発行済株式総数、当社231,892

株、一建設28,562,130株、飯田産業59,479,534株、東栄住宅26,958,535株、アーネストワン65,687,321株及

びアイディホーム4,761,010株に基づいて算出しておりますので、変動することがあります。  

（注４） 単元未満株式の取り扱いについて 

本株式移転により、１単元(100株）未満の共同持株会社の株式（以下「単元未満株式」といいます。）の

割当てを受ける６社の株主の皆様につきましては、その保有する単元未満株式を東京証券取引所、その他の

金融商品取引所において売却することはできません。そのような単元未満株式を保有することとなる株主の

皆様は、会社法第192条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い

取ることを請求することが可能です。 

経営統合に関する基本合意書締結 平成24年12月25日 

統合契約書締結・株式移転計画書作成、６社取締役会決議 平成25年６月27日 

統合承認定時株主総会(飯田産業) 平成25年７月30日  

統合承認臨時株主総会(アイディホーム) 平成25年８月８日 

統合承認定時株主総会(当社) 平成25年８月23日 

統合承認臨時株主総会(一建設、東栄住宅、アーネストワン) 平成25年８月30日 

６社の株式の上場廃止日 平成25年10月29日(予定) 

統合予定日(共同持株会社設立登記日) 平成25年11月１日(予定) 

共同持株会社株式新規上場日 平成25年11月１日(予定) 

会社名 当社 一建設 飯田産業 東栄住宅 アーネストワン アイディホーム

株式移転 

比率 
 108  3.14  1.00  1.16  1.16  2.62
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(４) 持株会社設立前の基準日に基づく６社の配当 

当社は、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり1,875円を限度として行うことを予定しており

ます。 

一建設は、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり30円を限度として行うことを予定しておりま

す。 

飯田産業は中間決算期末(平成25年10月31日)を基準日とする１株当たり16円の中間配当を行うことを予定し

ております。 

東栄住宅は、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり10円を限度として行うことを予定しており

ます。 

アーネストワンは、中間決算期末(平成25年９月30日)を基準日とする１株当たり22円の中間配当を行うこと

を予定しております。また、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり４円を限度として行うことを

予定しております。 

アイディホームは、平成25年10月31日を基準日とする配当を１株当たり44円を限度として行うことを予定し

ております。 

なお、平成25年10月31日を基準日とする配当は、共同持株会社の成立日の前日時点の株主の皆様に対して、

各社の10月31日より前の直近の配当基準日から10月31日までのご支援に応えるために行うものです。 

３. 本株式移転により新たに設立する会社の概要 

  

(１) 商号 
飯田グループホールディングス株式会社 

(英文表示 : Iida Group Holdings Co., Ltd.) 

(２) 事業内容 
戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業及びこれらに関連する事業を行う子

会社及びグループ会社の経営管理ならびにこれらに附帯する業務 

(３) 本店所在地 東京都西東京市北原町三丁目２番22号 

(４) 

代表者及び役員

の 

就任予定 

代表取締役会長 

代表取締役副会長 

代表取締役社長 

取締役副会長 

取締役相談役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

監査役 

監査役 

監査役(社外) 

監査役(社外) 

飯田 一男 

森 和彦 

西河 洋一 

佐々野 俊彦 

山本 重穂 

久林 欣也 

堀口 忠美 

兼井 雅史 

西野 弘 

松林 重行 

中辻 満壽雄 

青柳 秀樹 

佐藤 和広 

石丸 郁子 

宮尾 建夫 

佐々木 延行 

林 千春 

(現 一建設代表取締役会長) 

(現 飯田産業代表取締役会長) 

(現 アーネストワン代表取締役会長) 

(現 東栄住宅相談役) 

(現 当社代表取締役会長) 

(現 アイディホーム代表取締役社長) 

(現 一建設代表取締役社長) 

(現 飯田産業代表取締役社長) 

(現 東栄住宅代表取締役社長兼社長執行役員) 

(現 アーネストワン代表取締役社長) 

(現 当社取締役副社長) 

(現 一建設常務取締役管理本部長) 

(現 アーネストワン専務取締役) 

(現 飯田産業常勤監査役) 

(現 アーネストワン常勤監査役) 

(現 株式会社キャム非常勤監査役) 

(現 一建設監査役) 

(５) 資 本 金 億円 100

(６) 資本準備金 億円 25

(７) 純資産(連結) 未定 

(８) 総資産(連結) 未定 

(９) 決算期 ３月31日 

(10) 上場証券取引所 東京証券取引所 

(11) 会計監査人 新日本有限責任監査法人 

(12) 株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社 
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

（１）業績の状況  

当第１四半期連結累計期間（平成25年６月１日～平成25年８月31日）におけるわが国経済は、デフレ脱却に向

けた金融経済政策による円安や株式市況の改善等を背景に、企業業績や個人消費の一部に持ち直しが見られるよう

になりました。 

住宅・不動産業界におきましては、住宅ローン金利や地価の先高感、景況感の改善等を背景に、新設住宅着工

戸数が増加いたしました。 

このような状況下、当社グループは、引き続き顧客ニーズに対応した良質で低価格な戸建分譲住宅を提供して

まいりました。 

当第１四半期連結累計期間における販売棟数(宅地分譲も含む)は、契約ベース(引渡済棟数も含む。)では前年

同期実績と遜色ないものの、引渡ベースでは完成在庫が少なかったこと等から前年同期比108棟減少し、387棟とな

りました。 

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、11,241百万円(前年同期比21.1%減)となりました。営業利益

は753百万円(同36.8%減)、経常利益は726百万円(同36.4%減)、四半期純利益は444百万円(同35.6%減)となりまし

た。 

なお、セグメント別の状況については、戸建分譲事業の売上高が11,142百万円(同21.3%減)で売上高構成比

99.1%、その他の事業の売上高が98百万円(同2.6%増)で売上高構成比0.9%となっております。  

（２）財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ6,777百万円増加(前連結会計年度末

比17.2%増)し、46,248百万円となりました。これは主に、現金及び預金が4,364百万円減少したものの、たな卸資

産が10,956百万円増加したことによるものであります。 

負債は、前連結会計年度末に比べ7,010百万円増加(同59.5%増)し、18,792百万円となりました。これは主に、

営業未払金が1,436百万円及び未払法人税等が1,731百万円減少したものの、短期借入金が10,148百万円増加したこ

とによるものであります。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ233百万円減少(同0.8%減少)し、27,455百万円となりました。これは主に、

四半期純利益を444百万円計上したものの、配当金支払が695百万円あり株主資本が250百万円減少したことによる

ものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

（４）研究開発活動 

該当事項はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

 （注）自己株式の消却による減少であります。  

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  432,000

計  432,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成25年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成25年10月11日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  231,892  231,892
東京証券取引所 

（市場第一部） 

当社は単元株制度は採

用しておりません。 

計  231,892  231,892 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成25年6月1日～ 

平成25年8月31日 
 △8,508  231,892     －  1,429     －  1,493

（６）【大株主の状況】 
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年5月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

①【発行済株式】 

(注) １．完全議決権株式(その他)の株式数の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が２株含まれて

おります。 

また、議決権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりま

す。 

２．平成25年６月14日付で自己株式8,508株の消却を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在

の発行済株式総数は、231,892株となっております。 

②【自己株式等】 

（注）平成25年６月14日付で自己株式8,508株の消却を行ったことにより、当第１四半期会計期間末日現在の自

己株式の保有はありません。  

該当事項はありません。 

（７）【議決権の状況】 

  平成25年5月31日現在 

 区分  株式数(株)  議決権の数(個)  内容 

 無議決権株式  －  －  － 

 議決権制限株式(自己株式等)  －  －  － 

 議決権制限株式(その他)  －  －  － 

 完全議決権株式(自己株式等)  普通株式           8,508  －  － 

 完全議決権株式(その他)  普通株式       231,892     231,892  － 

 単元未満株式  －  －  － 

 発行済株式総数                 240,400  －  － 

 総株主の議決権  －      231,892  － 

  平成25年5月31日現在 

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 

 自己名義所

有株式数

(株)  

 他人名義所

有株式数

(株)  

 所有株式の

合計(株) 

 発行済株式

総数に対す

る所有株式

数の割合

（％） 

 タクトホーム株式会社 
東京都西東京市東伏見三丁

目６番19号 
 8,508  －   8,508  3.54

計 －  8,508  －   8,508  3.54

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年６月１日から平

成25年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年６月１日から平成25年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年５月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,999 4,635

完成工事未収入金 53 79

販売用不動産 4,719 6,097

仕掛販売用不動産 16,729 24,722

未成工事支出金 1,559 3,144

前渡金 376 425

前払費用 32 30

繰延税金資産 306 307

その他 103 208

流動資産合計 32,879 39,651

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,873 2,877

減価償却累計額 △620 △647

建物（純額） 2,253 2,230

機械装置及び運搬具 23 23

減価償却累計額 △13 △15

機械装置及び運搬具（純額） 9 8

工具、器具及び備品 231 227

減価償却累計額 △151 △151

工具、器具及び備品（純額） 79 75

土地 3,020 3,021

建設仮勘定 3 26

有形固定資産合計 5,366 5,362

無形固定資産   

商標権 1 1

ソフトウエア 61 48

電話加入権 2 2

無形固定資産合計 65 52

投資その他の資産   

投資有価証券 570 597

関係会社株式 5 5

出資金 4 4

関係会社出資金 102 102

繰延税金資産 360 350

その他 116 122

投資その他の資産合計 1,159 1,182

固定資産合計 6,591 6,597

資産合計 39,471 46,248
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年５月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 5,613 4,176

短期借入金 1,068 11,216

1年内返済予定の長期借入金 195 196

未払金 264 354

未払費用 174 106

未払法人税等 2,019 287

前受金 192 300

賞与引当金 337 121

役員賞与引当金 31 15

その他 311 167

流動負債合計 10,208 16,943

固定負債   

社債 － 300

長期借入金 550 502

退職給付引当金 325 350

役員退職慰労引当金 334 347

保証工事引当金 318 305

その他 45 43

固定負債合計 1,573 1,848

負債合計 11,781 18,792

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,429 1,429

資本剰余金 1,937 1,493

利益剰余金 24,840 24,465

自己株式 △567 －

株主資本合計 27,639 27,388

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 50 67

その他の包括利益累計額合計 50 67

純資産合計 27,689 27,455

負債純資産合計 39,471 46,248
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成25年８月31日) 

売上高 14,256 11,241

売上原価 11,839 9,276

売上総利益 2,416 1,964

販売費及び一般管理費 1,222 1,210

営業利益 1,193 753

営業外収益   

受取利息 1 2

受取配当金 2 2

雑収入 5 1

営業外収益合計 9 6

営業外費用   

支払利息 59 30

雑損失 2 3

営業外費用合計 62 33

経常利益 1,141 726

税金等調整前四半期純利益 1,141 726

法人税等 450 281

少数株主損益調整前四半期純利益 690 444

四半期純利益 690 444
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年６月１日 
 至 平成24年８月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年６月１日 
 至 平成25年８月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 690 444

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 18 17

その他の包括利益合計 18 17

四半期包括利益 709 461

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 709 461
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該当事項はありません。 

  

 税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。 

  

該当事項はありません。  

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日） 

売上高については、第４四半期連結会計期間に集中し著しく増加する傾向があります。このため、各四半期

連結会計期間の業績に季節的変動があります。  

  

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

【注記事項】 

（会計方針の変更等） 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

前第１四半期連結累計期間 

（自 平成24年６月１日 

至 平成24年８月31日） 

当第１四半期連結累計期間 

（自 平成25年６月１日 

至 平成25年８月31日） 

減価償却費 百万円 41 百万円 45
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日） 

１. 配当金支払額 

  

 ２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 ３.株主資本の著しい変動 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日） 

１. 配当金支払額 

  

 ２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末

後となるもの 

該当事項はありません。 

  

 ３.株主資本の著しい変動 

平成25年６月11日開催の取締役会決議に基づき、平成25年６月14日に自己株式8,508株を消却いたしまし

た。この結果、自己株式が567百万円、資本剰余金が444百万円、利益剰余金が123百万円それぞれ減少してお

ります。 

  

（株主資本等関係） 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年８月24日

定時株主総会 
普通株式  579  2,500 平成24年5月31日 平成24年8月27日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年８月23日

定時株主総会 
普通株式  695  3,000 平成25年5月31日 平成25年8月26日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成24年６月１日 至 平成24年８月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸     

事業等の事業活動を含んでおります。 

２.セグメント利益は、営業利益を記載しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成25年６月１日 至 平成25年８月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸     

事業等の事業活動を含んでおります。 

２.セグメント利益は、営業利益を記載しております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  
報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 調整額 

四半期連結損益 

  計算書計上額 

（注）２ 戸建分譲事業 

売上高 

外部顧客への売上高 

  

  14,160

 

 96

 

 14,256

 

 －

  

  14,256

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
  －  －  －  －   －

計   14,160  96  14,256  －   14,256

セグメント利益   1,122  70  1,193  －   1,193

  
報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 調整額 

四半期連結損益 

  計算書計上額 

（注）２ 戸建分譲事業 

売上高 

外部顧客への売上高 

  

  11,142

 

 98

 

 11,241

 

 －

  

  11,241

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
  －  －  －  －   －

計   11,142  98  11,241  －   11,241

セグメント利益   704  49  753  －   753
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成24年６月１日 
至 平成24年８月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年６月１日 
至 平成25年８月31日） 

    １株当たり四半期純利益金額 円 銭 2,978 81 円 銭 1,917 85

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  690  444

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  690  444

普通株式の期中平均株式数（株）  231,892  231,892

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成25年６月１日から平成26年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成25年６月１日から

平成25年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年６月１日から平成25年８月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社及び連結子会社の平成25年８月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年10月11日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 宮入 正幸    印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 北澄 裕和    印 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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